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1.  平成21年12月期第3四半期の連結業績（平成21年1月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年12月期第3四半期 75,755 ― △5,620 ― △5,707 ― △3,678 ―
20年12月期第3四半期 90,841 △4.6 1,696 △50.2 1,866 △48.7 △534 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

21年12月期第3四半期 △29.25 ―
20年12月期第3四半期 △3.95 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年12月期第3四半期 109,176 51,233 46.9 407.31
20年12月期 107,338 56,334 52.5 447.88

（参考） 自己資本   21年12月期第3四半期  51,227百万円 20年12月期  56,334百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年12月期 ― 0.00 ― 15.00 15.00
21年12月期 ― 0.00 ―
21年12月期 

（予想）
15.00 15.00

3.  平成21年12月期の連結業績予想（平成21年1月1日～平成21年12月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 120,000 △9.8 0 △100.0 0 △100.0 0 △100.0 0.00



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。なお、四半期連結財務諸表
は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号
ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。 
２．上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる
場合があります。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年12月期第3四半期 126,229,345株 20年12月期  136,229,345株
② 期末自己株式数 21年12月期第3四半期  458,657株 20年12月期  10,450,705株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年12月期第3四半期 125,773,482株 20年12月期第3四半期 135,164,940株



 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機の影響による実体経済の低迷が長期化し、雇

用・所得環境の悪化が続くなど、景況感の改善は見られず、個人消費も引き続き低調に推移いたしました。 

 当アパレル業界におきましても、生活防衛意識の高まりから低価格志向が強まるなど、消費マインドの大幅な減退

は依然として強く、大変厳しい状況が続いております。 

 このような経営環境のなかで、当社グループは従来からの方針に基づく積極的な営業活動を展開すると同時に、商

品企画、販路の見直しや柔軟な生産調整等、環境変化に対応した経営に注力してまいりました。昨年（平成20年５

月）には、分散していた本社事務所機能を新本店所在地に統合し、業務の一層の効率化を追求するとともに、更なる

発展に向けて今期新たに「中期経営ビジョン2009（ＨＡＰＰＹ創造企業をめざして）」を策定し、業績の向上に努め

てまいりました。 

 当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は757億５千５百万円（前年同期比16.6％減）、営業損失は56

億２千万円（前年同期は16億９千６百万円の営業利益）、経常損失は57億７百万円（前年同期は18億６千６百万円の

経常利益）、四半期純損失は36億７千８百万円（前年同期は５億３千４百万円の純損失）となりました。  

 なお、当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しているため、文中の前年同期の金額は参考と

して記載しております。   

  

 当第３四半期連結会計期間末における資産総額は、前連結会計年度末に比べ18億３千７百万円増加し、1,091億７

千６百万円となりました。これは売上債権が67億３千６百万円減少しましたが、商品及び製品が72億６千４百万円増

加し、繰延税金資産が19億２千５百万円増加したこと等によるものであります。 

 負債総額は前連結会計年度末に比べ69億３千８百万円増加し、579億４千２百万円となりました。これは仕入債務

が27億３千３百万円減少し、未払法人税等が29億９千６百万円減少しましたが、借入金が130億９千７百万円増加し

たこと等によるものであります。 

 また、純資産は利益剰余金が55億６千１百万円減少したこと等により512億３千３百万円となりました。 

 この結果、自己資本比率は46.9％となりました。 

  

 今後の見通しにつきましては、景気及び消費の先行きには不透明感が強く、個人消費の冷え込みなど厳しい状況が

続くものと思われます。 

 なお、現時点での業績予想の修正はありません。  

  

 該当事項はありません。 

   

（簡便な会計処理）  

① 一般債権の貸倒見積額の算定方法 

 一般債権に係る貸倒引当金は、前連結会計年度末に算定した貸倒実績率等から著しい変化がないと認めら

れるため、前連結会計年度の貸倒実績率等を用いて算定しております。 

② 棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し第２四半期連結会計期間末に

係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。 

 営業循環過程から外れた滞留又は処分見込等の棚卸資産で前連結会計年度末において帳簿価額を処分見込

価額まで切り下げているものについては、前連結会計年度以降に著しい変化がないと認められる限り、前連

結会計年度末における貸借対照表価額で計上する方法によっております。 

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用



③ 原価差異の配賦方法 

 標準原価を適用しているため、原価差異については、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦を年度

決算と比較して簡便的に実施しております。 

④ 固定資産の減価償却費の算定方法  

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

⑤ 法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判定に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境等、又は、一時差異

等の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理）  

   該当事項はありません。  

  

１．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務

諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附

則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。 

  

２．第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。 

 なお、これによる損益へ与える影響はありません。 

  

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,718 8,853

受取手形及び売掛金 10,200 16,937

商品及び製品 32,431 25,166

繰延税金資産 4,865 2,505

その他 3,498 2,141

貸倒引当金 △85 △134

流動資産合計 56,628 55,469

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,041 9,303

土地 18,996 19,029

その他（純額） 1,792 1,725

有形固定資産合計 29,830 30,058

無形固定資産 943 963

投資その他の資産   

投資有価証券 13,600 12,671

繰延税金資産 1,192 1,626

敷金及び保証金 6,665 6,045

その他 660 927

貸倒引当金 △346 △424

投資その他の資産合計 21,773 20,846

固定資産合計 52,547 51,868

資産合計 109,176 107,338



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 18,451 21,185

短期借入金 20,796 10,204

未払消費税等 3 528

未払法人税等 16 3,013

賞与引当金 1,699 650

返品調整引当金 600 1,180

その他 4,432 4,963

流動負債合計 45,999 41,724

固定負債   

長期借入金 7,706 5,200

長期未払金 995 1,116

再評価に係る繰延税金負債 1,966 1,975

退職給付引当金 830 550

その他 444 436

固定負債合計 11,942 9,279

負債合計 57,942 51,004

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,002 15,002

資本剰余金 10,062 15,081

利益剰余金 24,313 29,875

自己株式 △225 △5,243

株主資本合計 49,152 54,716

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,960 1,501

繰延ヘッジ損益 1 △68

土地再評価差額金 162 162

為替換算調整勘定 △49 22

評価・換算差額等合計 2,075 1,617

少数株主持分 5 －

純資産合計 51,233 56,334

負債純資産合計 109,176 107,338



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年９月30日) 

売上高 75,755

売上原価 41,649

売上総利益 34,106

販売費及び一般管理費 39,726

営業損失（△） △5,620

営業外収益  

受取利息 13

受取配当金 129

受取賃貸料 323

その他 94

営業外収益合計 560

営業外費用  

支払利息 191

賃貸費用 316

持分法による投資損失 112

その他 27

営業外費用合計 647

経常損失（△） △5,707

特別利益  

過年度業務委託費戻入益 180

貸倒引当金戻入額 124

固定資産売却益 1

特別利益合計 305

特別損失  

固定資産除却損 227

固定資産売却損 17

投資有価証券評価損 79

減損損失 100

特別損失合計 424

税金等調整前四半期純損失（△） △5,827

法人税、住民税及び事業税 146

法人税等調整額 △2,294

法人税等合計 △2,148

少数株主損失（△） △0

四半期純損失（△） △3,678



 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）附則第７条第１項第５号ただ

し書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を適用しております。  

  

 該当事項はありません。 

  

 当社は、平成21年２月12日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を決議

し、同月20日に10,000,000株の消却を実施いたしました。 

 これにより、資本剰余金が50億１千６百万円減少し、自己株式も同額減少しております。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間末における資本剰余金が100億６千２百万円、自己株式が２億２千５百

万円になっております。  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



「参考資料」  

前年同四半期に係る財務諸表 

（要約）四半期連結損益計算書 

前第３四半期連結累計期間（平成20年１月１日～平成20年９月30日） 

  

  

科目 

前年同四半期 
（平成20年12月期 
第３四半期） 

金額（百万円） 

Ⅰ 売上高  90,841

Ⅱ 売上原価  47,084

売上総利益  43,756

Ⅲ 販売費及び一般管理費  42,059

営業利益  1,696

Ⅳ 営業外収益  428

Ⅴ 営業外費用  259

経常利益  1,866

Ⅵ 特別利益  352

Ⅶ 特別損失  2,820

税金等調整前四半期純損失（△）  △602

税金費用  △64

少数株主損失    3

四半期純損失（△）  △534
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